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連載
わが国の結核対策の現状と課題10

「低蔓延時代の結核対策の保健・医療組織と人材育成の課題」

結核予防会結核研究所 加藤 誠也

一般に罹患率が人口10万対10以下の状態を低蔓延

状態という。2008年にわが国の罹患率は10万対19.4
になったが，長野県の罹患率10.3をはじめとして，

いくつかの地域では低蔓延状態が間近になってい

る。結核研究所ではすでに低蔓延状態またはそれに

近くなっている欧米先進国（米国，英国，オラン

ダ，ドイツ，ノルウェー）の現地視察等を通して今

後の我が国における体制や対策のあり方を検討して

いる。本稿では欧米の現状や経験を踏まえながら，

今後のわが国における保健・医療組織と人材育成の

課題について考察する。

1. 低蔓延状況下の保健・医療組織―欧米の経験

1) 政府の関与（governmental commitment）
政府の関与（governmental commitment）は WHO

が90年代から世界的に進めてきた DOTS 戦略にお

いても 5 要素の中の一つとして挙げられている。具

体的には政府としての方針を明確に示し，人員と予

算を確保して対策を推し進めることである。以下，

政府が結核対策に強く関与している米国，英国の現

状を示す。

1980年代に欧米の多くの先進国で罹患率の上昇を

経験した。原因は国によって異なっていたが，

HIV/AIDS の蔓延，移民の増加，薬物・アルコー

ル依存者における流行などが関係していた。米国で

はこれに加えて，1970年代には結核は「過去の病気」

として対策がなおざりにされ，予算がほとんどなく

なったことも要因として挙げられている1)。これら

の反省から米国では90年代前半までに予算を大幅に

増加し，結核の制圧に成果を上げた。中央政府機関

である Center for Disease Control（以下，CDC）の

結核対策予算（2006年で約170億円）の約70％が協

定の下に州政府に配分されている。地方分権の考え

方が確立している米国で，中央政府の大きな関与が

あることは注目に値する。

英国では保健医療事業は National Health Service
として国営事業，即ち国の直接的な関与の下に実施

されてきた。2002年には感染症，化学物質，放射線

に関係する部局を統合して，健康危機管理を一元的

に所管する Health Protection Agency (HPA）を設立

した。結核対策は健康危機管理の一環として，中

央，全国 9 か所の地域事務所とその出先機関が連携

しながら，対策の策定から現場での技術支援まで

HPA を中心に実施されている。

2) 技術的適正性の維持・確保

患者の減少と共に，個々の医療従事者や対策担当

者の経験が乏しくなるため，技術的適正性の維持・

確保のために様々な方策が必要になる。視察した国

々の対策は以下のようにまとめられる。

１ 保健・医療組織の集約化

オランダでは1990年代に感染症に関する地方組織

を 8 地域に集約・再編成し，結核対策もこれに含め

られた。ドイツのベルリン市では市内の 8 か所の保

健所で機能分担し，結核対策は 3 か所に集約してい

た。

２ 中央からの技術支援

技術的適正性の確保は患者の絶対数が少ない地方

でより問題になると考えられることから，中央から

の技術支援が重要になる。米国，英国，ノルウェー

ではそれぞれ政府機関である CDC, HPA，公衆衛

生研究所が地方に対する技術的支援の中心になって

いる。オランダでは NGO であるオランダ結核予防

会（KNCV）が政策決定の患者登録や対策現場で

の技術支援の中心になっている。ドイツでも NGO
であるドイツ結核対策中央委員会（DZK）がガイ

ドラインの策定や現場からの相談等の中心になって

いる。

３ 専門家の養成・資格制度

英国では公衆衛生医の資格の上に感染症の研修を

受けた Consultant for Communicable Disease Control
(CCDC）が HPA の出先機関に配属されて，対策

現場での技術支援にあたっている。また，看護職の

専門資格制度として TB Specialist Nurse が確立し

ており，国立病院の結核クリニックで，医師の外来

と連携した振り分け外来やそこでの抗結核薬の処方

（ただし，初回は医師の処方が必要），患者の
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表. 各国の病原体サーベイランス体制

遺伝子タイピング 薬剤耐性

オランダ ◎（国立公衆衛生環境研究所が実施)

ノルウェー ◎（国立公衆衛生研究所が実施)

イギリス ○(全国規模展開中) ◎

アメリカ ○(全国規模展開中) なし

ドイツ △
(今後，実施を計画中)

◎
(制度として確立)
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DOTS，接触者健診，健康教育など，予防から医療

提供まで日本では看護職が行えない業務も含め結核

に関わる全ての業務に関わっている。

オランダでは結核対策の専門家として，公衆衛生

の 2 年間の研修を受けた後に 1 年間の結核の専門研

修を受けた医師，あるいは呼吸器科医で結核を専門

としている医師が専門家として約40人確保されて

いる。

４ 対策担当者のネットワーク化

米国では毎年，州の結核対策担当官の地域毎に研

修及び対策について協議する TB Controller's As-
sociation が開催されており，技術的適正性の維持・

向上に役立っている。ロンドンでは市内の対策関係

者が TB Network を設立した。これらは当初，非公

式な集まりであったが，その後，予算化されて公的

な会議として運営されるようになった。

3) 保健および医療サービスの実施体制

１ 保健・医療サービスの実施機関

患者への治療と接触者健診等の保健医療サービス

は米国，オランダ，ノルウェーでは市や郡の保健セ

ンター，英国では国立病院の結核クリニックで一元

的に提供されている。ドイツの保健所は日本と同様

に接触者健診等の予防事業が中心であり，近年，保

健所でも治療を行う制度改革が行われたが，実際に

保健所で治療を受ける患者は極めて限られている。

医療については，病院は原則的に入院患者のみを診

療することになっており，退院後は呼吸器科専門の

開業医が治療を継続する。

２ 入院医療の提供

各国とも法律に基づき感染性の患者を全て入院さ

せる制度はない。英国のリーズでは塗抹陽性であっ

ても，原則外来治療で，多剤耐性など特に入院を必

要とする患者は大学病院の感染症病棟にある陰圧個

室で治療される。オランダでは多剤耐性結核等の入

院を必要とする患者は国内 2 か所の専門病院に入院

することになっている。米国，ノルウェーでは多剤

耐性結核の治療を行う医療施設は集約されている。

３ 病原体サーベイランス

各国とも，患者に関するサーベイランスと別に，

薬剤耐性及び遺伝子タイピングに関する病原体サー

ベイランスを設立している（表）。オランダ，ノル

ウェーでは遺伝子タイピング，薬剤感受性検査とも

政府機関が実施している。イギリスでは病院での培

養分離株の薬剤感受性検査は HPA 配下の地域リフ

ァレンスラボが実施しており，遺伝子タイピングも

全国展開中である。アメリカでは遺伝子タイピング

の全国的なシステムを構築中である。ドイツでは病

院の検査室は精度管理を受ける義務があり，薬剤感

受性検査の結果は保健所に報告する制度になって

いる。

2. わが国における現状と課題

今後のわが国では低蔓延状態に向けて，以下のよ

うな現状と課題がある。

1) 行政の関与

わが国の結核対策は「国民病」と呼ばれた著しい

蔓延状況であった昭和26年に大改正された結核予防

法に基づき国，地方自治体，民間等の協力の下に実

施されてきた。平成19年に結核予防法は感染症法に

統合されたが，結核対策の重要性の認識など国にお

ける基本的な考え方は変わりがない。ただ，感染症

法への統合の議論の中で懸念されたように，自治体

によっては厳しい財政状況の中で結核対策の位置づ

けが相対的に低くなっている印象は否めない。ま

た，本年は新型インフルエンザ対策が優先されてい

る現状からやむを得ないとは言え，結核対策は足踏

み状態になっている。

今後とも低蔓延状況に向けて，結核対策の重要性

が忘れられることがないように，政策決定者をター

ゲットにしたアドボカシー（戦略的啓発普及活動）

が重要になる。国レベルではストップ結核パート

ナーシップ日本が2007年に設立され，それに呼応し

て超党派の国会議員の参加によるストップ結核パー

トナーシップ推進議員連盟も結成された。地方自治

体レベルでも，予算・人員の維持・確保のために実

効性のある活動を行っていく必要がある。

2) 保健・医療サービス実施体制

１ 対策組織・業務の集約化

既に感染症診査協議会は複数の保健所で持ち回り

などによって集約化されている地域がある。保健師

業務でも一人の保健師が余りに少ない結核患者の保

健指導や疫学調査しか出来なくなると，レベルを保

つのは難しく，専門のスタッフが担当する体制を取

る保健所が多くなっている。今後とも技術レベルの

維持・確保のために必要に応じて組織や業務の集約
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化を検討する必要がある。

２ 対策現場への技術支援

結核研究所では，自治体，保健所，医師会等の依

頼による研修会への講師派遣および集団感染が疑わ

れる事例の検討会や結核対策を検討する委員会等へ

の助言者の派遣は年間200件程度，電話，e-mail,
FAX 等による相談，質問は年間700件程度に対応し

ている。また，一般の検査機関で実施が難しい抗酸

菌に関する高度な検査を受託している他，要望に応

じて検査技術研修も行っている。低蔓延状況到来に

向けてこのような技術支援機能はますます重要にな

ると考えている。

また，今後，結核医療の経験が少ない医師が診療

にあたらなければならない事態も予想されることか

ら，米国 CDC の地域研修センターが行っているよ

うな医療従事者向けの相談体制の検討が必要になる

と思われる。

３ 医療提供体制の再構築

結核については多くの国で保健と医療のサービス

が同一機関で提供されている。わが国では日本版

DOTS の推進にあたって保健所と医療機関の連携

が非常に重要なポイントであるが，密接な連携を必

要とするケースが多い地域ではより効率的・効果的

に対策を進めるため，保健・医療サービス一体的に

提供できる体制の検討も必要であろう。

患者数の減少と共に入院期間も短縮化しているた

め，必要病床数は減少し，県内の必要病床数が 1 病

棟単位である50床以下になっている県も多くなって

いる。質を保ちながら効率的な医療提供を行うため

には集約化が必要な一方で，高齢者が多い結核の医

療には合併症への対応や患者のアクセスへの配慮も

必要である。これらのことから，少数の結核患者の

入院で対応可能なように，現行の医療法における

「結核病床」ついては廃止を含めた検討が必要であ

る。多剤耐性結核のような高度な結核医療について

は，専門施設，または専門家の指導の下に治療を受

けるように，全国レベルでの集約化と相談体制の構

築が必要である。

４ 病原体サーベイランス

世界的に多剤耐性結核は大きな問題となってお

り，適正な管理のため，薬剤耐性結核の蔓延状況を

迅速かつ確実に把握する必要がある。また，より的

確な接触者健診の実施や感染状況の把握のために結

核菌遺伝子タイピングの有用性が明らかになってい

る。技術的には手間と時間を必要とする RFLP 法

から，微量の検体を用いて迅速にデジタル情報で結

果が得られ多施設間での比較性が良好な VNTR 法

に移行しつつある。菌陽性の患者数も 1 万人台にな

って，わが国においても結核菌病原体サーベイラン

スが現実的に実施可能な状況になりつつある。

3) 人材育成の課題

低蔓延状況下で技術的適正性を維持するために，

人材育成は最も大きな課題である。

１ 医育機関，学会

長谷川らの2004年の調査によると，大学医学部で

の教育では，結核に関する講義は内科でほぼ

100％，公衆衛生では 4 分の 3 程度で実施されてい

た。また，病院でモデル病床等の何らかの形で結核

患者の入院が出来る大学は半数程度であった。学生

実習として保健所や結核病床を持つ医療機関との連

携で学習する機会を設けている大学もある4)。卒後

の研修医のカリキュラムとして保健所実習があり，

結核患者を収容できる施設での臨床経験を得られる

場合もあるが，短期間で多くを習得することは容易

ではないようである5)。卒後教育の一環として，日

本呼吸器学会において結核病学会との合同企画の

ICD 講習会で結核を取り上げられた。このように

医育機関や学会で様々な対策が取られつつあるが，

専門性の確保のためには十分とは言い難い。

２ 自治体，保健所，医療機関等における研修

自治体や保健所が職員研修や医師会・医療機関等

との連携によって高齢者施設や臨床医向けの研修会

を開催しているが，今後とも継続的な研修機会を維

持することは非常に重要である。新採用あるいは長

期にわたって離れていた職員が結核業務を担当する

場合には研修が必要であるが，結核研究所の研修

コースへの参加者は自治体の財源の問題等から減少

傾向にある。全国のブロック毎に実施している地区

別講習会も一部で財政的問題から中止の検討がさ

れ，実際に開催されていない地域がある。結核対策

が低蔓延状態に向けて変革期にあり，研修はより一

層重要になっていることを認識の下に継続的に行う

必要がある。

また，保健所における感染症診査協議会は公費負

担申請および入院勧告の診査が主な役割であるが，

適正医療の確保のために，必要に応じて積極的な助

言を期待したい。

３ 結核研究所における研修事業

結核研究所は発足以来，対策担当者の研修は大き

な力を注いできた。現在，国内研修は医師，保健

師・看護師，臨床放射線技師，臨床検査技師，事務

担当者向けに年間合計19コースを実施している。対

策現場への支援も重要な任務として対策支援部が窓

口に全所的な体制で対応している。結核対策地区別

講習会は全国ブロック毎に都府県が持ち回りで毎年

開催されているが，企画や講師派遣等は結核研究所
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が全面的に支援している。

平成 4 年より厚生労働省の委託事業として，臨床

および行政から結核対策に相当の経験を有し，将来

地域の結核対策の指導的役割を担うことが期待され

る医師を対象に，結核対策指導者養成研修を実施し

ている。平成20年までに42都道府県から98人（行

政：56，臨床42）が修了した。これまで参加実績の

ない府県に対して参加の働きかけをしているが，自

治体内に適当な人材がいない，行政における医師が

不足している，地域の結核医療の専門家が決まって

いないなどの理由で，若干の自治体が参加のないま

ま残っている。

４ 地域における専門家の現状

平成20年 2 月指導者養成研修修了者を対象にそれ

ぞれの地域における専門家の現状についてアンケー

ト調査を実施した。詳細は既に報告しているが，回

答が得られた39自治体（34都道府県および 5 政令指

定都市）で行政および臨床の結核対策の専門家は，

「公衆衛生の専門家が全くいない（または不足）」

38.4％，「臨床の専門家がいない（または不足）」

28.8％，「今後 5 年以内に不足する懸念がある」

30.1％，「専門家はいるが，活用する仕組みが不十

分」30.1％であった。指導者養成研修修了生がいな

い自治体があることを考慮すると，実態はより厳し

いものと推定され，結核に経験深い医師の多くが50
歳代になっていることから，近い将来，状況は一層

深刻になることが懸念される。アンケートでも「地

域における技術的適正性の維持に必要なこと」に対

して回答者の75％が，地域における公衆衛生および

臨床の専門家の確保・養成の必要性を上げている。

また，アンケートでは，指導者として活動するに

あたって，「最新情報や研修材料の提供」82.2％，

「再研修やワークショップの開催」74.0％，「修了生

のネットワークの構築」52.1％が上げられている。

結核研究所では，21年 2 月に指導者養成研修修了者

の再研修を実施したが，今後ともこのような機会を

作り，最新知見の提供，対策現場からの情報・意見

の収集，ネットワーク形成に役立てていきたいと考

えている。

本研究の一部は厚生労働科学研究新興・再興感染

症研究事業「効果的な結核対策に関する研究」（主

任研究者：石川信克）および厚生労働科学研究新

興・再興感染症研究事業「罹患構造の変化に対応し

た結核対策の構築に関する研究」（研究代表者：石

川信克）の補助の下に実施された。
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